
工業用地の拡大

 ※ 本スキームは予定であり、変更やその他様々な調整・協議等が想定されます。

【お問い合わせ】　建設部 都市整備課　マリンタウン都市計画プロジェクトチーム ☎ 945-4496

【お問い合わせ】西原町農業委員会　☎945-5281

宿泊・観光等施設用地

　西原町では、沖縄県による大型MICE施設建設の決定を受け、地域に賑わいと活気を創出する魅力あ
るMICEエリアの形成と産業振興を促進させる工業エリアの拡充を目指し、まちの将来像を示す計画
「西原町都市計画マスタープラン」の見直し作業に取り組んできました。
　このたび、地権者や地域住民、関係機関等との協働による改訂計画を策定しましたので公表します。

・点在する住工混在環境の解消 （移転先地の確保）
・新たな企業等を誘致するための用地確保
・既成工業機能拡充のための用地確保
・国道 329 号西原道路構想に伴う移転先地の確保

土地利用計画
の変更

（今回改訂）

整備方法の
具体的検討
（調査業務）

地権者合意
（実施主体の
検討・決定）

事業
スタート

　詳細は西原町ホームページ（トップページ→暮らし・手続き→都市計画→大型MICE施設周辺地域の土地利用見
直しについて）にてご確認ください。

　今回策定された構想図は「将来のまちの姿」を示す基本方針となるものですが、計画されたからと
いって「すぐに実現する」というものではありません。今後はこの将来像の実現に向け、地権者や地域の
意向や主体性を踏まえながら、「だれが、どのように整備するのか」など、具体的な課題や方向性を検討
する調査業務を行い、一体的な整備方針の策定と事業の推進に向け、取り組んでいきます。

　農業委員会では、農地の適正な利用を図るため農地パトロールを
行っています。
　あなたが貸している又は使用している土地は下記のケースに該当
しませんか。該当する場合は早急に下記までご相談ください。

　地目が「畑」である場合は、農地法に基づく許可等を受けなければいけません。
　許可をとらずに転用した場合、農振法や農地法に違反することとなり厳しく罰せられる
おそれがあります。（原状回復命令や、懲役・罰金が科される等）

・大型 MICE 施設に近接する MICE 支援施設（宿泊・
商業等）の立地
・MICE 来場者や地域住民による域内消費を促進させ
る飲食・娯楽機能の配置
・中心核とマリンタウン地区を結ぶ賑わいある交流拠
点の形成

 西原町都市計画マスタープランの一部を改訂しました 
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あなたの使用している土地は
「農地」ではありませんか？
あなたの使用している土地は
「農地」ではありませんか？

「農用地区域」の場合、登記簿地目にかかわらず原則として転用することはできません。
（地目が「宅地」や「雑種地」であっても、農業上の利用以外認められません）

1．「農業振興地域」の「農用地区域」である。

農業振興地域とは
　農業の振興を図るための地域として、県知事
が市町村ごとに指定する地域。
　本町の場合、「市街化調整区域」＝「農業振興
地域」となります。

農用地区域とは
　おおむね10年以上にわたり農業上の利用を確
保すべき土地として設定した区域。

2．１ 以外で、登記簿地目が「畑」である。

町県民税の課税について
町県民税が課税される方
・平成30年1月1日現在、西原町に住所を有する方
・平成30年1月1日現在、西原町に事務所・事業所等を有する個人で、町内に住所を有しない方に
ついては、均等割のみ課税されます。

町県民税の課税計算方法
　町県民税は、下記の計算式により算出された均等割と所得割の合計額になります。

町県民税が課税されない方（非課税）
・生活保護法によって生活扶助を受けている方。
・障がい者、未成年者、寡婦または寡夫で前年の合計所得金額が 125 万円以下の方。
・前年中の所得金額が下記を下回る方。
  28 万円×（扶養人数＋1人）＋16.8 万円
  ※被扶養者がいない場合は 28万円以下の方

平成 30 年度

滞納は許しません !!
悪質滞納者には差押を執行しています。
※納税相談も行っています。
　滞納処分を受ける前にお早目にご相談ください。

お問い合わせ
総務部　税務課　徴収収納係　☎945-4729

平成 29年度　町税滞納処分実績

※課税内容について、疑問やご不明な点がある場合はお気軽に下記連絡先までご連絡ください。
お問い合わせ　総務部 税務課 町県民税係  ☎ 945-4729

非課税の方を除いて一律に 【町民税3,000円】 【県民税1,000円】 が課税されます。
※ただし、平成26年度から10年間は「復興特別税」として町民税・県民税にそれ
　ぞれ500円が加算されることとなっています。

均等割
（一律5,000円）

所得割
（右記計算式）

所得割額　=　｛ （ 所得金額 － 所得控除額 ） × 税率10% ｝ － 税額控除等

不動産差押
動産差押
預貯金差押
給与差押
車両差押

交付要求
参加差押

その他差押
不動産公売
捜索 　

合　　　計
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（ 町民税6％ ・ 県民税4％ ）
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